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背面土を有する複合ポータルラーメン橋においては，橋台の剛結部基部に損傷を生じた場合，損傷の発

見及び復旧が難しいなどの構造的課題がいくつか挙げられる．そこで著者らは，施工品質向上及び剛結部

の合理化を目指すとともに，維持管理の確実性と容易さに配慮して，剛結部天端で損傷させる孔あき鋼板

ジベルを配置した支圧板方式による剛結部構造を提案している．本研究では，孔あき鋼板ジベルに着目し

た剛結部の構造実験と孔あき鋼板ジベルの性能検証を目的とした要素実験を行い，構造性能や終局強度に

至るまでの挙動を確認した．実験の結果，提案する剛結部構造は所定の終局耐力を保有し，鉄筋や鋼桁が

降伏し，最大耐力に達した後も，孔あき鋼板ジベルの高いずれせん断抵抗が発揮され，躯体と支圧板の離

間を防ぎ，冗長性の観点からも有効であることがわかった． 
 

     Key Words : portal rigid-frame bridge, rigid connection, static test, bearing plate, 
Perfo-bond rib shear connectors 

 
 

1. はじめに 
 
我が国の鋼道路橋では公共工事の縮減に伴う初期建設

コスト削減のみならず，平成 24 年度の道路橋示方書に

も示されるように維持管理の確実性と容易さが求められ

てきている．既設の鋼橋では，橋台付近の桁端部に鋼材

の腐食・疲労による損傷や経年的な劣化が発生する頻度

が高い傾向にあり，伸縮装置からの漏水に起因する鋼桁

や支承の腐食，橋座・狭隘部の滞水や土砂堆積，支承機

能不全に起因する疲労亀裂などの問題点が挙げられる

(写真-1.1，写真-1.2)． 
これらの桁端部の問題を解消できる構造として，近年，

我が国では，中小スパンの単純桁橋において鋼ポータル

ラーメン橋の採用が増えてきている．鋼ポータルラーメ

 
写真-2 鋼ポータルラーメン橋 

 
 
 
 
 

 

写真-1.1 伸縮装置の漏水   写真-1.2 支承の腐食 
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ン橋は，写真-2 に示す通り背面から土圧を受ける下部

構造と上部構造が剛結された単径間のラーメン橋であり，

背面土圧により構造系が拘束される点に構造的な特徴を

有する．また，鋼桁とコンクリート橋台とを剛結するこ

とにより，支承と伸縮装置を省略できることから，建設

時の初期コストやライフサイクルコストの削減とともに

維持管理性が容易になることが期待できる． 
しかしながら，背面土を有する鋼ポータルラーメン橋

においては，橋台の剛結部基部に損傷が生じた場合，損

傷の発見及び復旧が難しい点，剛結部コンクリートの施

工における配筋性の悪さやコンクリートの充填性に起因

する品質確保の難しさなど，いくつかの課題が挙げられ

る(写真-3.1，写真-3.2)． 
そこで著者らは，施工品質向上及び剛結部の合理化を

目指すとともに，維持管理の確実性と容易さに配慮して，

剛結部天端で損傷させる孔あき鋼板ジベル(以下 PBL)を
配置した支圧板方式による剛結部構造を提案し研究して

きた 1)2)．本稿では，提案構造の PBL に着目した剛結部

の構造実験と孔あき鋼板ジベルの性能検証を目的とした

要素実験を行い，構造性能や終局強度に至るまでの挙動

を確認したので報告する．  
 
2. 支圧板を用いた提案構造の特徴  
 
著者らの提案する剛結部構造を図-1に示す．本構造は

鋼桁を直接橋台部に埋め込まず，支圧板を介して貫通鉄

筋を有するPBLのみを橋台部に埋め込む構造となってい

る． 

 
図-1 提案する剛結部構造の概要図 

鋼ポータルラーメン橋の剛結部作用力は負曲げと軸圧

縮力が支配的であることから，提案構造における床版鉄

筋が上フランジ側の引張力に抵抗し，PBLにより補剛さ

れた支圧板が下フランジ側の圧縮力に抵抗する．また，

軸圧縮力は支圧板全体で抵抗するとともに，せん断力の

伝達は，支圧板背面のPBLにより抵抗する．このような

構造を採用する利点として，以下のものが挙げられる． 

①貫通鉄筋を有するPBLは高いせん断耐力と靭性が期待

できるため3)，終局時における脆性的なせん断破壊を防

ぐことができる．②橋台コンクリートへの埋め込み部が，

縦方向に配置したPBLのみであり，また埋め込み長を短

くできるため，剛結部鉄筋の配筋性が向上し，コンクリ

ートの充填性が改善する．また，従来構造（桁埋込構

造）よりずれ止め数を削減できるといった利点がある．

③下フランジ側の圧縮力に対して，桁埋め込み方式では，

鋼桁背面のコンクリートかぶりが薄くフランジ端断面が

小さいため，早期にクラックが橋台に生じるが，提案方

式では支圧板全体で抵抗することから，橋台背面コンク

リートへのクラック発生に対するリスクが低減できる．

④大規模地震時において，予期せぬ繰り返し交番荷重が

発生した場合でも，下フランジ側のPBLが高いずれせん

断抵抗をすることで冗長性を発揮できる． 
 上記の通りPBLは本構造において重要な役割を果たす

ことから，PBLに着目した実験を実施している．  
 
3. PBLの要素実験 
 
(1) 要素実験の概要 

 提案構造の構造実験を実施するにあたり，まずPBLの
要素特性を明らかにすることを目的として押抜き試験を

実施した．PBLのせん断耐力算定式は各種提案されてい

るが，それらは頭付きスタッドの押抜き試験方法を参考

にした試験体が用いられており，基本的には合成桁に用

いられるPBLを対象としているものが多い．しかし，鋼

桁とRC橋台とを剛結するポータルラーメン橋では，

PBL周辺は鉄筋コンクリートに囲まれており，拘束度が

高いと考えられる．中島ら4)5)は，PBLが実際のポータル

ラーメン橋に用いられる場合を想定し，PBLをコンクリ

ートブロックで取り囲むタイプの供試体を用いて押抜き

試験を行い，そのせん断耐力評価式の提案を試みている． 
 本稿では，ポータルラーメン橋に適用する PBL の挙

動と，剛結部構造実験の要素実験を兼ねて，中島らの提

案する試験法を参考にし，実際の構造に適用する孔径を

用いて PBL の押抜き試験を行い，実構造に適用する際

の孔径・貫通鉄筋の有無が孔あき鋼板ジベルのせん断耐

力に与える影響について確認を行った． 
 
(2) 要素実験の試験体 

試験体の形状を図-2に示す．コンクリートブロックは，

中島らの実験で，ひび割れが発生しないとされた寸法を

採用し，孔径φは，中島らが確認したφ50，60，70の間を 

   
写真-3.1 橋台背面クラック   写真-3.2 剛結部施工性 

背面クラック 
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補間するとともに，実験と実構造に採用する孔径を考慮

してφ55とφ65の2種類に貫通鉄筋の有無をパラメータと

した計4タイプの試験体をそれぞれ5体製作した．鋼板に

はSS400材を用い，孔縁端からの距離を確保するため，

φ55では板幅を110mm，φ65で130mmとしている．貫通鉄

筋にはD13を用い，PBL孔中心位置に配置する．また，

供試体の下部には，載荷用のギャップを設けている．  

試験体の載荷方法は，図-2(a)実験状況に示すように

試験体を載荷梁上に設置し鋼板上面から載荷を行い，鋼

板に固定した山形鋼より高感度変位計を試験体上面に2
箇所取り付け，鋼板とコンクリートブロックの相対ずれ

変位を計測した．また，試験体の下に砂を敷き鋼板の鉛

直状態を保持するとともに試験体底面の摩擦の影響を極

力除去した．載荷速度は，日本鋼構造協会の頭付きスタ

ッドの押抜き試験方法（案）6)に従い，30～40kgf/cm2の

範囲内に収まるように設定し，相対ずれ変位が20mm に

達した時点で載荷を終了した． 

 
(3) 要素実験の結果 

表-1 および図-3 に，試験体諸元と実験結果のまとめ

を示す．コンクリートの圧縮強度は，実験の初日・中

日・最終日に実施し，要素実験の実施日に最も近い圧縮

試験結果を要素実験の圧縮強度とした．表中のせん断耐

力 Qaveを比較すると，孔径 φ55に比べ，φ65では約 1.3～
1.4 倍であり，孔径の二乗比(φ65^2／φ55^2=1.40)に等し

く，せん断抵抗面積に比例しせん断耐力が増えるといえ

る．貫通鉄筋の有無では，鉄筋無しの場合に比べて鉄筋

有りでは約 1.1倍程度の耐力上昇しか見られない．  

 図-4 は，実験より得られた各供試体のせん断力－ず

れ変位関係と複合構造標準示方書 3)に定められている設

計せん断耐力式より算出したせん断力－ずれ変位関係を

比較したものを示す．青線は貫通鉄筋無し，赤線は貫通

鉄筋有りの場合のせん断耐力の値（実験値）である．こ

の結果から，貫通鉄筋無しの供試体では，孔径 φ55，
φ65 ともに設計せん断耐力式以上のせん断耐力を有して

いるが，貫通鉄筋有りの供試体では，供試体による多少

の差はあるものの，せん断耐力の平均値はどちらの孔径

においても設計式の値を下回ることがわかる． 

このことから PBL のせん断耐力は，拘束効果の高い

橋台などに埋め込んだ場合，複合構造標準示方書 3)に定

める貫通鉄筋有りの場合のせん断耐力に近づくほどの拘

束効果の影響を受けることがわかる。一方、貫通鉄筋有

りの場合は，複合構造標準示方書 3)のせん断耐力を若干,

 

   
写真-4.1 鉄筋無の孔断面   写真-4.2 鉄筋有の孔断面 
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図-2 試験体形状 （単位：mm） 

表-1 試験体一覧とせん断耐力 
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図-3 試験体とせん断耐力関係 
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φ55-4 - 211.5 -
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φ55-R-2 - -
φ55-R-3 239.3 -
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下回る傾向にある．これは，既往の研究でも考察されて

いるように 7)8)，貫通鉄筋の存在により，孔内の粗骨材

混入量が少なくなるためと考えられる．  

また，せん断力－ずれ変位関係より，最大せん断耐力

に到達した後は，貫通鉄筋無しの場合は，徐々にせん断

抵抗力が落ちてゆくのに対し，貫通鉄筋有りの場合は，

ばらつきはあるものの，せん断抵抗力は余り低下しない．

これは，写真-4 の実験後の孔近辺の断面を確認すると

わかるように，貫通鉄筋が無い場合は終局状態において，

孔部に若干隙間が生じるほど孔内コンクリートがずれ変

形するのに対し，貫通鉄筋が有る場合は隙間が無いかわ

りに鉄筋が曲がりだしており，鉄筋による孔内コンクリ

ートの拘束と鉄筋の曲げ抵抗によりせん断抵抗力が低下

しなかったためと考えられる． 

 試験後にコンクリートブロックを観察したところ φ65
の供試体では写真-5 に示すように，コンクリートブロ

ック側面の底部からひび割れが発生していたが，このひ

び割れ発生による著しい耐力低下は見られなかった．  

以上の結果より，要素実験で試験した供試体において，

せん断耐力は，せん断抵抗面積とは相関性があり，拘束

効果の高い橋台などに埋め込んだ場合，拘束効果による

せん断耐力の上昇効果を受けていることがわかる．逆に

拘束効果の影響が高くなるほど，貫通鉄筋の影響度合は

小さくなる．また，貫通鉄筋が存在することで孔内コン

クリートへの粗骨材混入量が少なくなる可能性がある．

しかし，最大せん断耐力に到達した後は，せん断抵抗力

の低下は鉄筋無しに比べ小さくなる．また拘束するコン

クリートの寸法効果については，今回，同一寸法のブロ

ックによる比較実験のみであり確認できなかったため，

今後の検討課題といえる． 

なお，後述する構造実験の孔あき鋼板ジベルに作用す

るせん断力をずれ変位から推定するため，要素実験を実

施したφ55-Rの孔あき鋼板ジベルのせん断力－ずれ変位

関係を，複合構造標準示方書式3)と実験値から算出する

と次の通りである．要素実験の平均値と複合構造標準示

方書式の(解 6.3.4) 式及び(解 6.3.6)式より， 

Vpsud＝213.9(kN)，δps0＝9.4(mm)  (実験値) 

δps0＝0.067(d/t)φ         (解 6.3.4) 

α＝50／(d/t)              (解 6.3.6) 

 α/φ＝3.35/δps0＝3.35/9.4＝0.356 

Vps＝Vpsud×{1－ｅ (̂-α･δps/φ)}̂ β 

＝213.9×{1－ｅ (̂-0.356･δps)}̂ (1/3) ･･･ 式(1) 

   

   
写真-5 φ65(-R)供試体のコンクリートブロックひび割れ 
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図-4 複合構造標準示方書式との比較 
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（ Vps：孔あき鋼板ジベル孔1個あたりのせん断力， 

Vpsud：孔あき鋼板ジベル孔1個あたりのせん断耐力， 

α,β：係数，d：孔径(mm)，ｔ：鋼板板厚(mm)， 

δps0：最大せん断力時のずれ変位(mm) ， 

φ：貫通鉄筋径(mm) ） 

図-4(c)の黒点線が式(1)の推定値であるが，実験結果

を包括した曲線となることがわかる． 

 
4. 剛結部の構造実験 
 
(1) 構造実験の概要 

提案構造剛結部の終局時に至るまでの破壊挙動と力学

的挙動の確認を目的として構造実験を実施した．構造実

験に用いた荷重載荷システムを写真-6 に示す．加力装

置は，1,000kN アクチュエータにて鉛直荷重を単調載荷

し，設計荷重，降伏荷重など載荷途中の挙動を確認する．

試験体は，全体構造系の片側を抽出した片持ち梁とし，

躯体基部はアンカーボルト構造にて定着梁に固定した．

また，張出部先端には，横倒れ防止用の治具を設置し，

アクチュエータの載荷治具と載荷梁の間には，水平移動

できるようにテフロン板を挟み，載荷治具のピンが回転

に追随できるようにした． 

試験体は，橋長48ｍの実橋適用を考慮し，試験機の

能力等を勘案して，実橋の4分の1スケールの形状とし

た．但し，橋台幅は，剛結部前面側耐力の確認を目的と

するため，2.4分の1の寸法としている．構造諸元に関

する設計は，荷重で支配的となる常時（温度時）の実橋

発生応力と同じ応力になるよう断面設計を行った．試験

体の概略図を図-5に，主要な使用材料を表-2に，使用

材料の材料試験の結果を表-3，表-4にそれぞれ示す． 

実験は，実橋を考慮して床版がある支圧板方式の剛結

構造(試験体①)と，PBLの力学的挙動とPBLの荷重分担

率を確認するため，床版が無い支圧板方式の剛結構造

(試験体②)の比較を行う．なお，支圧板に配置するPBL
は腹板線上に1枚を配置している．試験体の製作状況写

真を写真-7 に示す． 

 
(2) 構造実験の荷重－変位関係 

床版がある支圧板方式の剛結構造(試験体①)と床版が

ないPBLと支圧板のみで構成される剛結構造(試験体②)

について，試験体に設置した歪ゲージが部材の許容応力

度歪に最初に達した時の荷重を許容設計抵抗荷重と定義

し，漸増荷重を許容設計抵抗荷重で無次元化した荷重－

変位関係を図-6に，各状態における荷重を表-5にそれぞ

れ示す．また，載荷時の試験体状況を写真-8に示す． 
無次元化した荷重－変位関係より，床版有りの試験体

①では，コンクリートのひび割れが床版，橋台背面に生

じた後，床版鉄筋と下フランジが順次降伏して最大耐力

に達した．この時の最大耐力は，許容設計抵抗荷重の

2.5 倍程度であった．また床版無しの試験体②では，コ

ンクリートのひび割れが橋台背面に生じた後，下フラン

ジが降伏して最大耐力に達した．この時の最大耐力は，

 

写真-6 荷重載荷システム 

 
(a) 試験体①(床版有)     (b) 試験体②(床版無) 

図-5 試験体形状の概略図（単位:mm） 

表-2 主要な使用材料 

 

表-3 鋼材の材料特性 

 鋼種 部材 ヤング率(N/mm
2
) 降伏点(N/mm

2
) ポアソン比

SS400 鋼桁(B) 2.09×105 293.6 0.291

SM400A 鋼桁(G) 2.09×10
5 311.4 0.292

SM490YB 支圧板 2.07×105 374.2 0.291

SM490YA PBL 2.08×10
5 379.9 0.282

SD345 鉄筋 2.03×105 451.4 -

表-4 コンクリートの材料特性 

 

   
(a) 床版鉄筋配筋状況     (b) PBL貫通鉄筋設置状況 

写真-7 試験体の製作状況 

 実施日（打設後経過） 圧縮強度(N/mm2) ヤング率(N/mm2) ポアソン比

実験中日 (65日） 34.9 2.89×104 0.163(47日) 

テフロン板 

ピン 

変位計 

横倒れ防止 
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許容設計抵抗荷重の 1.7倍程度であった． 
いずれも剛結部前面側の鋼材（鉄筋・鋼桁）が降伏し

て最大耐力に達しており，コンクリートが崩壊して耐力

が低下することは無かった．このことから通常の鉄筋コ

ンクリート断面と同様に鋼材降伏で耐力が決定され，剛

結部前面側の断面で照査を行えばよいことがわかる． 
更に荷重－変位関係の図をみるとわかるように，床版

有りの試験体①では，最大耐力に達した後，耐力が一時

的に低下するが，床版無しの試験体②の荷重レベルまで

低下すると，荷重低下は落ち着き変位が増大してゆく挙

動となる．これは床版鉄筋の抵抗力が無くなったことで

耐力が低下したが，代わりに剛結部に埋め込まれた変形

性能を有する PBL が抵抗していることを示しており，

終局状態到達後の荷重支持能力として効果があり冗長性

が期待できるといえる． 
なお荷重低下の原因については写真-9 に示す通り，

試験後に提案構造の橋台背面上部をコア削孔し断面観察

を行った結果，床版鉄筋配置面に水平クラックが発生し，

これが背面を貫通したことで床版鉄筋の付着が切れ耐力

が低下したと考えられる．床版鉄筋と橋台鉄筋天端の配

筋については，今後の検討課題である． 
 実験終了後の試験体の状態およびコンクリートのクラ

ック発生状況を写真-10に示す．床版有りの試験体①は， 

写真-8.1(d)に示すように剛結部頂部と剛結部背面頂部

に発生しているクラックが大きいが，鋼桁支圧板近辺に

は目立ったクラックは発生していない．一方，床版無し
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図-6 許容設計抵抗荷重に対する荷重-変位関係 

(a)背面コア削孔 

床版鉄筋 

コア削孔 

クラック 

(b)削孔断面 
写真-9 床版鉄筋付着 

P-δ 

試験体①  試験体②

表-5 抵抗形態毎の荷重 

(a) 剛結部床版上面      (b) 剛結部橋台背面      (c) 剛結部橋台前面      (d) 剛結部頂部 

写真-8.1 床版有り試験体①のクラック進展状況 

(a) 剛結部橋台前面      (b) 剛結部橋台背面      (c) 剛結部橋台前面      (d) 剛結部前面下側 

写真-8.2 床版無し試験体②のクラック進展状況 

背面クラック 

床版クラック 

前面クラック 

頂部クラック 

頂部クラック 

背面クラック 

前面クラック 

下面クラック 

写真-10 試験後のクラック発生状況 

(a) 試験体①(床版有)    (b) 試験体②(床版無) 

（単位：kN）

荷重状態 記号 試験体① 試験体②

許容設計抵抗荷重 Ｐa 320.9 270.4

床版ひび割れ荷重 Ｐsc 179.9 －
橋台ひび割れ荷重 Ｐac 369.5 388.9

床版頂部ひび割れ荷重 Ｐtc 511.1 192.2
PBLコバ降伏荷重 Ｐpy 541.5 208.2
橋台鉄筋降伏荷重 Ｐay 弾性 弾性
床版鉄筋降伏荷重 Ｐdy 732.5 －
下フランジ降伏荷重 Ｐsy 794.2 466.2

最大荷重 Ｐmax 794.2 471.6
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の試験体②では，橋台に埋め込まれた引張側PBLの周囲

に放射状のクラックが発生しており，PBLからコンクリ

ートへ押し抜きせん断力が作用していることがわかる．

従ってPBLの埋め込み長さを決定する際は，コンクリー

トの押し抜きせん断破壊に対する安全性を考慮して決定

する必要がある．クラック発生状況の比較より，床版が

ある場合は，床版鉄筋が主要な引張側の荷重抵抗に寄与

し，床版が無い場合は，PBLが主たる引張側の荷重抵抗

に寄与していることがわかる． 
 
(3) PBLの力学的挙動 

荷重漸増に対するPBLの力学的挙動を図-7に示す．床

版下の上部支圧板と躯体の離間関係を示した図-7(a)を

確認すると，床版無しの試験体②では，初期荷重段階よ

り離間が始まるのに対し，床版有りの試験体①では離間

が発生せず，約200kNの荷重に達し床版にひび割れが発

生する荷重段階から徐々に離間が生じる．さらに400kN
の荷重時の離間量を比較すると，試験体①では0.2mm程

度に対し，試験体②は2.0mmであり，床版があることで

離間量が10分の1程度に抑えられることがわかる． 
この離間量をPBLのズレ変位量と考え，要素実験で推

定した貫通鉄筋有りのφ55孔あき鋼板ジベルのせん断力

－ずれ変位関係式(1)を用いて，上段PBLの孔ジベル1個
に作用する平均水平せん断力を推定した結果を図-7(b)

に示す．PBLを考慮したRC断面計算より求めた上段PBL
の孔ジベル1個に作用する設計水平せん断力と実験値を

比較すると，概ね一致する結果が得られた．したがって，

構造実験と要素実験におけるコンクリートの拘束状態は，

ほぼ同じような状態にあると考えられ，要素実験の妥当

性が確認できる．また，図-7(b)に示す床版無しの試験

体②に作用するPBLの孔ジベル1個に作用する設計水平

せん断力は，床版有りの試験体①の約2倍以上であり，

床版がある場合は，PBLの偶力に対する荷重分担が半分

以下になっていると推定できる． 
PBLの圧縮側に配置した3軸ゲージよりPBLに作用する

鉛直方向のせん断力を推定した結果を図-7(c)に示す．

この結果より，床版有りの試験体①及び床版無しの試験

体②のいずれも鉛直荷重の漸増に対して，PBLが主たる

せん断抵抗を示していることがわかり，PBLがせん断力

の伝達に重要な役割を果たしたことが確認できる．また

床版無しの試験体②が試験体①よりせん断力の負担が大

きいのは，試験体①の床版がせん断力に抵抗する負担分

だけ大きいと推定できる．なお，荷重が増加してゆくと

鋼材が降伏し歪が増大してゆくため，せん断力の推定値

も増加してゆく． 
PBLの上縁端コバ面に配置した歪ゲージの挙動を図-

7(d)に示す．この結果より，床版無しの試験体②では，

床版有りの試験体①に比べてPBLの上縁端コバ面の歪が

大きく増加している．しかしながら，いずれの試験体も

PBLの降伏歪1826μに達した後もしばらくは弾性挙動を

示し，降伏歪から2倍の4000μ程度の歪に達した後，降

伏挙動を初めて示す．これはPBLのコバ面が局所的には
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降伏するが，PBL上側の鋼材がある程度，完全降伏する

までは，PBLが偶力に対して抵抗するためと考えられる．

従って，PBL上縁端コバ面の応力集中は局所的であり，

PBLのずれせん断抵抗に対する影響も見られないことか

ら，限定的なものであるといえる． 
 
5. 結論 
 

PBLを配置した支圧板方式の鋼ポータルラーメン橋剛

結部の力学特性について，得られた結果を以下に示す． 

１）拘束度の高いコンクリート中の PBL 押し抜き試験

を実施した結果，せん断耐力はせん断抵抗面積とは相関

性をもつが，貫通鉄筋の有無については相関性が低くな

った．これは，拘束効果の影響が高くなるほど，貫通鉄

筋の拘束による影響度合いが低くなり，逆に貫通鉄筋が

存在することで PBL 孔内コンクリートへの粗骨材混入

量が少なくなり最大せん断耐力が低下すると考えられる．

なお，拘束するコンクリートの寸法効果によるせん断耐

力への影響については，今後検討する余地がある． 
２）提案構造の終局時に至るまでの破壊挙動と PBL の

力学的挙動の確認を目的として構造実験を実施した結果，

床版有りの試験体①では許容設計抵抗荷重の 2.5 倍以上，

床版無しの試験体②では 1.7 倍以上の耐力をそれぞれ有

することがわかった．また通常の鉄筋コンクリート断面

と同様に鋼材降伏で耐力が決定され，剛結部前面側の断

面で照査を行えばよい．最大耐力に達した後は，一時的

な耐力低下は見られるが，剛結部に埋め込んだ PBL が

靱性のある抵抗を示す．なお耐力低下の原因は，剛結部

天端の断面観察より，床版鉄筋面に発生した水平クラッ

クが橋台背面を貫通することで床版鉄筋の付着が切れた

ことが原因と推定できる．床版鉄筋と橋台鉄筋天端の配

筋については，今後の検討課題である． 
 

３）PBLの力学的挙動について確認した結果，床版があ

る場合は，床版下の上部支圧板と躯体の離間は抑えるこ

とができる．PBLは主としてせん断力に対して抵抗し，

床版と連携して補助的に引張側偶力に対して抵抗するこ

とができる．また，PBLの上端コバ面には応力集中が見

られるが，床版鉄筋が有効に作用する常時使用領域では，

その影響度合いは小さい． 
今回の実験は，剛結部設計において支配的となる常時

の作用力を想定した耐力や静的な挙動の確認を目的とし

て実験を行ったが，今後の課題は，予期せぬ地震力に対

して冗長性が発揮されるかの確認を目的とした交番荷重

による実験などを行う必要があると考えている． 
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EXPERIMENTAL STUDY ON THE MECHANICAL BEHAVIOR OF PERFO-BOND RIB 
SHEAR CONNECTORS IN THE RIGID CONNECTION OF A STEEL-CONCRETE 

COMPOSITE PORTAL RIGID FRAME BRIDGE 
 

Takao YAMADA, Yuhei KAWAMOTO, Takashi YAMAGUCHI, Kaneyoshi YAMADA, 
Nobuo SODA, Yoshiharu MIZUGAMI, Dai SAGO and Kazunari TANI 

 
The rigid connections of a steel-concrete composite portal rigid frame bridge have some difficult problems to solve, such as 

discovery and recovery of the damage caused from the bottom of the rigid connection behind of the bridge abutment which has 
a back fill. Therefore, a new type of the connection detail with a bearing plate stiffened by perfo-bond rib shear connectors has 
been proposed by the authors. The proposed connection detail has the characteristics such as improvement of construction 
quality and rationalization of the rigid connection and maintenance of reliable and easy. In this study, effectiveness and 
applicability of the proposed rigid connection detail was examined by experimental study focusing on the mechanical behavior 
of it up to the ultimate limit state. As a result, it is found that the proposed connection detail using bearing plate stiffened by 
perfo-bond rib shear connectors has redundancy and the ultimate strength required. 


